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北大文学研究科紀要 126 (2008)

民間人保護はレトリックか？

―イスラエル・パレスチナ紛争を事例として ―

眞 嶋 俊 造

はじめに

武力紛争 における民間人―「敵対行為に直接参加してない」非戦闘員

― 保護を巡る問題は，国際法のみならず国際倫理や戦争倫理において最も

議論されている中心的論題の１つである。民間人保護が国際関係や戦争にお

ける倫理的問題を巡る議論の内で最も重要な論点の１つであると考えられる

理由は，往々にして戦争において民間人死傷者が発生するという点において

だけではなく，過去100年において民間人犠牲者の数と，全犠牲者の内で民

間人が占める割合が急激に増加している点にもあるだろう 。民間人保護は国

際人道法，特に1949年ジュネーヴ第４条約及び1977年ジュネーヴ条約追加

議定書の根本にあり ，また正戦論において「戦争における正義（jus in bello）」

の理念的中核にある にもかかわらず，現代の武力紛争の多くでは，民間人犠

牲者が大規模であり，また戦闘員に対する死傷率においても高い割合で発生

していることが見てとれる 。この傾向は，現代の武力紛争における民間人犠

牲者について我々に倫理的懸念を抱かせるに十分であろう。紛争における民

間人の窮状や犠牲者の悲劇は，現代の武力紛争における民間人保護という研

究課題の深刻性と危急性を提示していると考えられる。

多くの武力紛争において民間人保護が軽視されていることは明らかであ

り，例を示すに枚挙に暇がないが，特にイスラエル・パレスチナ紛争におい

て注目すべきことがある。敵側の民間人保護を考慮せず，自陣側の民間人保
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護を強調するという傾向はイスラエル・パレスチナ紛争のみに限られたこと

ではない。むしろ，この紛争において特徴的なことは，50年にも亘る紛争の

中で，民間人保護という規範そのものが完全に瓦解しているという点にある。

言い換えれば，民間人が頻繁に攻撃の被害となる理由は，非対称的紛争にお

いて戦闘員と民間人との区別が困難であるということのみに起因するのでは

なく，むしろ民間人保護という規範の崩壊によって特徴付けられるだろう。

赤十字国際委員会の報告書では，イスラエル・パレスチナ紛争においては民

間人が保護されるべき規範が失われ，それぞれの社会全体が紛争に巻き込ま

れることによって総力戦という認識が生じた結果として，戦争員と民間人の

区別をつけようとしなくなっている 。このような状況にもかかわらず，紛争

当事者双方共に民間人保護を引き合いに出して軍事作戦の正当化を試みてい

ることもまた事実である。この捻れは果たして何を意味するのであろうか。

本稿の目的は，イスラエル・パレスチナ紛争を通して，民間人保護を根拠

とした軍事作戦を巡る言論を分析することで，いかに民間人に危害を加える

ことが正当化されてきたかを示す。また，そのような正当化は果たして倫理

的に妥当であるか否かという問題について規範論的立場から検討する 。具体

的には，表層としての言論，実相としての実践，それらの深層にある概念及

び論理構成という３つの次元の整合性及び解離性を探ることにより，民間人

に危害を加えることを倫理的に正当化することの困難さを炙り出していく。

既に指摘したように，実際には民間人保護の規範が崩壊しているのにもかか

わらず，紛争当事者双方共に民間人保護を軍事作戦の正当化に利用している

という捻れの存在にある。この捻れを理解するためには，規範論的立場から

現実の事象に迫っていくことが有益且つ必要である。

具体的な議論では，第２次インティファーダ期（2001-2005年）において最

も紛争が激化した時期（2002-2003年）を中心に，いかにイスラエル国防軍

（Israel Defence Forces）とパレスチナ武装勢力の紛争当事者間双方によって

民間人保護が軍事作戦を正当化するための根拠としてのみならず，彼らに危

害を加えることの言い訳のための手段として用いられていること指摘し，民

間人に危害を加えることの倫理的正当性について吟味していく。以下，自衛
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及び国家安全保障，処罰及び報復，先制及び予防，「人間の盾（human shields）」

という，それぞれの概念について順を追って議論を進める。

１．自衛及び国家安全保障 ―保護対象となる民間人の射程

本節では，自衛及び国家安全保障を巡る言論において，保護対象となる民

間人の射程を炙り出していく。自衛は軍事力行使の正当な理由として広く認

められており，国連憲章第51条には国家の「内在的な権利（inherent right）」

とされている。あるイスラエル政府関係者は，「もし攻撃を受けた場合，イス

ラエルは自衛権を保持している」と明言している。実際，国家や他の政治的

共同体は敵の攻撃から自らの構成員を保護することを重要な第一義的責任と

して見做しているために，民間人保護を自衛の一部として考えていることが

多いように見受けられる。自衛の一部としての民間人保護の実践パターンは

国際的慣習や慣行に見てとれるだけではなく，国家機関による公式声明にも

表れている。例えば，イギリスのラビ長であるジョナサン・サックス（Jonath-

an Sacks）は，ヨルダン川西岸占領地域におけるパレスチナ人に対するイス

ラエル国防軍の行為を批判したが，彼のコメントに対して在英イスラエル大

使館は，イスラエルは「ユダヤ人国家としての存在のため，また自国市民の

保護のため戦わざる得ない状況に追い込まれている」 と，軍事作戦を正当化

する反論を発表している。この反論には，「ユダヤ人国家の破壊」 を公式に標

榜するパレスチナ武装勢力に対する軍事作戦を自衛戦争と定義付けることに

よって正当化しようとする意図が読み取れよう。もう１つ例を挙げるならば，

2002年３月の占領地域における軍事作戦を，イスラエル国防軍は「『イスラエ

ル市民，都市，国家』を保護するための防衛作戦」 と位置付けることにより，

その正当性を主張した。これらの声明はイスラエルが民間人保護を自衛の一

部として見做していることを示唆していると考えられる。しかし，より重要

なことは，これらイスラエル当局による声明が民間人保護の範囲がイスラエ

ル市民に限定されていることを示唆している点にある。

上記の自衛に関わる議論と同じ枠組みにおいて，民間人保護が国家安全保
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障の一部として正当化されてきた。この点において，パレスチナ武装勢力に

よるイスラエル民間人への攻撃に対してイスラエル政府が安全保障の権利を

主張することは一応は筋の通った主張として考えられよう。イスラエル国防

軍報道官は，軍事作戦を自殺爆撃に対する安全保障上の措置と位置付け，イ

スラエル国防軍は「イスラエル民間人と兵士の安全を確保するためには何時

でも何処においても作戦を展開し続ける」 という声明によって，イスラエル

人の保護がイスラエルの国家義務であることを明言している。また，国家が

安全保障権を有するという見方は，他の国家によっても支持されている。例

えば，当時のイギリス外務大臣であったジャック・ストロー（Jack Straw）

は，2002年の労働党大会での演説において，パレスチナ武装勢力による自爆

攻撃を非難して，「無実の民間人への自殺爆撃が想像を超える程悲惨な日常の

脅威であり続ける限り」，「イスラエルには安全保障を享受する権利がある」

と述べている。また，イスラエル政府報道官ドー・ゴールド（Dore Gold）は，

パレスチナ武装勢力によるイスラエル人入植者への攻撃について言及し，

「（パレスチナ武装勢力からの攻撃に対して）イスラエルは自国の民間人を保

護するために必要な措置は講じる」 と，政府の立場を明確にしている。

しかし，問題の核心は，民間人保護を名目にした自衛や国家安全保障とい

う根拠に基づいて行われる軍事作戦が必ずしも戦闘地域における民間人保護

に結びつかないということであり，また，保護対象となる民間人が自陣営の

民間人にのみ限定されることである。もし軍事作戦が比例の取れていない程

の多大な危害を戦闘地域の住民に及ぼすものであるとしたら，民間人保護が

より深刻に憂慮されよう。民間人保護は自衛の一部として軍事力行使の合理

的根拠足り得るが，ここにおいて問題になるのは保護対象となる民間人は誰

かという点である。一般的には，自衛の主体は国家であり，対象はその構成

員であると認識されている。もしこの認識が国家にとって戦闘地域における

自国民の保護が他国民や敵方の民間人の保護に先立つという見方を示すなら

ば，自衛という根拠に基づく軍事行動の倫理的正当性には疑念が生じる。当

時のパレスチナ自治政府大統領ヤセル・アラファト（Yasser Arafat）は，伝

えられるところによると，占領地域における武装ユダヤ人入植者に対する攻
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撃を「自衛行為」 と呼んだとされている。このように，自衛及び安全保障に

見られる当事者双方に共通した攻撃パターンが示唆することは以下の２点で

ある。即ち，民間人保護を自衛の一部として位置付け，それを根拠にした軍

事力行使の正当化においては，保護の対象が自陣営の民間人に限定されてい

ることであり，また，敵対陣営の民間人に危害を与える軍事行動は，自陣営

の民間人保護を根拠とした自衛や国家安全保障の名目により正当化されてき

たということである。

本節では，紛争当事者は民間人保護を自衛や国家安全保障の根拠とするこ

とにより軍事行動の正当性を主張しているが，それらの軍事作戦が必ずしも

民間人保護に結びついていないということを論じた。また，その理由として，

紛争当事者が保護の対象となる民間人の範囲を自陣営の民間人に限定してき

たことにあると論じた。次節においては，民間人に危害を加える軍事作戦の

正当化が試みについて更に検討を加えるために，先制及び予防を吟味する。

２．先制及び予防 ―帰結主義的正当化の限界

前節では，自衛及び国家安全保障が民間人に危害を与えることの正当化と

して用いられていることを論じたが，本節では，民間人保護を謳う軍事作戦

がまさに民間人被害者を作り出していることに注目しつつ，先制及び予防的

軍事力行使について検討する。

先制及び予防的軍事行動は軍事作戦を正当化するのに挙げられることがあ

る。この問題を考えるために，同時に９名の子供の死者と少なくとも140名

以上の負傷者を出した2002年７月22日のイスラエル国防軍の空爆によるハ

マス幹部サラ・シェハデ（Salah Shehadeh）に対する「標的殺害（targeted
 

killing）」を事例 として検討する。この攻撃は，イスラエル国防軍の声明に

よると，「過去２年に亘りイスラエル兵士及び民間人に対する数百のテロ攻

撃」 の黒幕であるシェハデを狙ったものであるとされている。

この攻撃は，事前にシェハデを無力化することにより，将来シェハデによっ

て行われる可能性のある攻撃を未然に防ぐための先制措置という理由によっ
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て正当化されるという考え方であろう。先制を根拠とする攻撃の正当化は，

「我々は単純に報復や懲罰として彼を標的にしたのではない。先制的作戦とし

て行ったのである」 という匿名のイスラエル国防軍幹部将校のコメントに

表れている。つまり，シェハデを無力化することにより，彼の指揮統制下で

将来発生起こりうる予防策としてイスラエル民間人死傷者の発生を未然に防

ぐことに成功したという点で，先制攻撃の正当性が示唆されている。軍事的

観点から見ると，他の匿名のイスラエル国防軍将官の言葉を借りるに「純粋

に先制的」 であると考えられよう。その理由は，将来シェハデは「イスラエ

ルに対しておそらく未曾有の規模でのテロ攻撃を計画していた」とされ，例

えば「国家を震撼させ数百名を殺害する目的で１トンの爆薬を積んだトラッ

ク」 を使うといったような，当時の国防大臣ビンヤミン・ベンイリーザー

（Binyamin Ben-Eliezer）の言葉を用いるならば「メガ・テロ攻撃」 であっ

ただろうというコメントから読み取ることができよう。しかし，注目される

べき点は，シェハデ暗殺の攻撃により，９名の死者と百数十名の負傷者が発

生したことである。

それでは，シェハデ暗殺は将来の民間人犠牲者を未然に防ぐという名目に

よって正当化されるのだろうか。先制攻撃の倫理を考えるために，暫しイス

ラエル・パレスチナ問題を離れ，議論を一般化させて考えてみよう。先制を

根拠とする攻撃の正当性を考えるためには，行為の正不正は行った（であろ

う）行為の帰結と行わなかった（であろう）行為の帰結とを比較検討するこ

とによって判断されるという帰結主義的な理由 を批判的に検討することが

有益であろう。ジョナサン・グラヴァー（Jonathan Glover）は，ヒトラーを

暗殺するために彼がいる病院を爆撃することがナチスによって将来惹き起さ

れる残虐行為を防ぐための唯一の手段であるとしたら，そのような先制・予

防的軍事行動は正当化されるであろうか，という問題を提示している 。もし

ヒトラー暗殺を狙った攻撃が行われたとしたら，暗殺の成功・失敗に係わら

ず，数十人が死亡し，更に多くが負傷することが懸念される。しかしながら，

帰結主義の見地によると，⑴「戦争を終結させるためのヒトラー暗殺攻撃の成

功によって期待される帰結」の価値が，⑵「病院を爆撃せず（つまりヒトラー
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を暗殺せず）ナチスに戦争遂行させておくことによって期待される帰結」の

価値を上回る場合，病院にいる民間人に危害を加えることは懸念は副次的で

あると考えられよう。病院を攻撃することで民間人に危害を加えることは，

もしその攻撃によってヒトラー暗殺が成功して休戦に至れば，結果的に連合

国側だけではなく枢軸国側においてもより多くの人命を救い，またそれ以上

の破壊を避けることができたであろうという点においてのみ，民間人に犠牲

者を出すことを帰結主義的に正当化できる根拠を見出すことができよう。

しかし，先制攻撃を正当化する帰結主義的立場をとる場合，注意すべき点

は，どれほど将来の出来事が確実であるかということと，また果たして不確

実性，特に予測と異なっていた場合のリスクを負うことができるのかという

ことにある。帰結主義的な理由により民間人への危害を正当化にすることに

対する倫理的懸念としては，将来を予測計算する点における帰結主義的方法

論の不確定性という点が挙げられよう。つまり，上記における例においては，

成功（ヒトラーの暗殺）とその直接の因果的帰結（戦争の早期終結による被

害の最小化）とが議論の前提となっている。もし将来の出来事が確実である

ならば，更なる被害を避けるという理由において，ある程度民間人が犠牲と

なるような軍事作戦は正当化される，ということに同意できよう。しかし，

ここで強調されるべき点は将来の不確実性とそのリスクであり，この点にお

いて帰結主義的立場から民間人保護を否定することの困難さがあると考えら

れよう。

先制攻撃を帰結主義的立場から正当化できるかどうかを検討するために

は，将来の不確実性とそのリスクについて，実際の攻撃が行われた後の歴史

的に実証可能な事実を考慮することが有益であろう。次節において詳細に検

討するが，シェハデ暗殺はハマスによるイスラエル民間人への更なる攻撃を

防止することにはならなかった。それどころか，ハマス指導部の言論からは

シェハデの暗殺こそがイスラエルに対する報復攻撃の引き金となったという

主張が読み取ることができる。大規模な民間人死傷者を出したシェハデに対

する攻撃がそれ以降におけるイスラエル民間人への攻撃を避けることができ

なかったという事実は，この攻撃が先制という根拠において正当化されると
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いうイスラエル政府関係者の主張に矛盾を生じさせる。つまり，ハマスによ

るイスラエル民間人への攻撃を止めることができなかったという歴史的事実

から，大規模な民間人への被害を惹き起したシェハデ暗殺攻撃を先制または

予防的措置という根拠として正当化することは困難であろう。

本節では，先制や予防的措置を根拠とした帰結主義的立場から軍事行動を

正当性する可能性批判的に検討した。民間人保護の名の下に正当化されてき

た軍事作戦が本来の名目とは逆に民間人に危害を加える結果を招く点におい

て，その軍事攻撃を倫理的に正当化することに問題が伴うということが明ら

かになった。また，⑴将来の結果を予測計算することに誤算のリスクが伴う

という理由と，⑵先制的予防措置を根拠とする軍事作戦が実際には更なる民

間人犠牲者を出すことの阻止に貢献していないという歴史的事実において，

先制や予防的措置は必ずしも軍事行動を正当化するものではないことが明ら

かになった。次節においては，民間人に危害を加えることを正当化について

更に議論を進めるために，懲罰，報復，そして「占領に対する抵抗の手段」

について検討する。

３．懲罰，報復，「占領に対する抵抗の手段」

本節では，民間人に危害を加えることの正当化（若しくは言い訳）につい

て更に議論を進めていくために，懲罰，報復，「占領に対する抵抗の手段」に

ついて吟味する。

イスラエル側においては，パレスチナ武装勢力による民間人保護違反に対

して，懲罰や報復が軍事作戦の根拠とされ，それらの作戦はイスラエル民間

人保護という理由によって行われ正当化されてきた。このような軍事作戦の

正当化は，民間人保護に違反した犯罪者に対する処罰や報復という理由で軍

事行動を起こしても良い，という考えに基づいて行われるように考えられる。

事実，イスラエル政府関係者は，パレスチナ武装勢力からの攻撃からイスラ

エル人を保護するために懲罰としての軍事力の行使を支持することがあっ

た。その例として，当時の国民宗教党党首であり内閣安全保障会議のメンバー
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であったイフィ・イタム（Effi Eitham）は，「イスラエルが長年において支

配することになる地域を占領することにより，（イスラエルへの）全ての攻撃

に対してパレスチナ自治政府に懲罰を与えるべきである」 と述べている。ま

た，報復は軍事行動の根拠の１つとしてイスラエル政府関係者によって言及

されることがあった。総理府官僚のデーヴィッド・ベーカー（David Baker）

は，もしパレスチナ武装勢力がガザ地区におけるイスラエル国防軍による軍

事行動への報復としてイスラエル市民に攻撃をした場合，イスラエルによる

彼らに対する更なる報復を示唆するように，「誰もがそのようなテロを容認す

ることを期待されていないし，イスラエルは確実にそうであろう」 という声

明を発表している。

シェハデ暗殺が懲罰や報復という根拠によって正当化されるとするなら

ば，その理由は彼がイスラエル民間人に対する意図的若しくは無差別攻撃を

首謀したという点にあると考えられよう。デーヴィッド・ラッジ（David
 

Rudge）はシェハデを指して「彼よりも強大で残忍な者はいない」 と評して

いる。もしこの論評が正しいとするならば，シェハデを暗殺した軍事作戦は

報復や懲罰といった根拠によって正当化されよう。しかしながら，シェハデ

を暗殺した攻撃が，近隣住民の間に数多くの死傷者を出したという点に注意

を払う必要があろう。何故ならば，この軍事行動において死傷した民間人は

懲罰が向けられる正当な対象ではないからである。シェハデを暗殺した攻撃

に際してイスラエル政府がパレスチナ人口への集合的懲罰（collective pun-

ishment）を意図していたかについては議論の余地があるが，一般的に言える

ことは，もしイスラエルがパレスチナ民間人への集合的懲罰を容認したとす

れば，それは取りも直さず，民間人と戦闘員の区別はなく，前者も正当な軍

事的標的であるというパレスチナ武装勢力の言い分を認めることを意味す

る。

往々にしてパレスチナ武装勢力側は，報復はイスラエルによる占領が惹き

起す圧政や迫害に対する抵抗として考えることがあった。特に報復はパレス

チナ武装勢力により，そのような軍事行動を行う根拠としてだけではなく，

イスラエル民間人に危害を加えることを正当化するための手段として用いら
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れた。このような民間人への攻撃を正当化する方法は，最低でも１つ（また

はそれ以上）のパレスチナ武装グループの公式な政策であり，組織の指導部

によって支持され祝福されていた。例えば，当時のハマスの精神的指導者で

あったアフメド・ヤシン（Ahmed Yasin）は，パレスチナ武装勢力によるイ

スラエル民間人に対する攻撃は，目には目を，歯には歯をという報復的措置

として行われているとし，「彼ら（イスラエル）がパレスチナ民間人に危害を

加え傷つける時は，彼らの民間人にも危害が加えられることになろう」 と述

べた。同様に，ガザ地区のハマス報道官イスマイル・アブ・シャナブ（Ismail
 

Abu Shanab）は「イスラエル社会における疲弊が過大になる点に至るまで

（パレスチナ人は）喜んでその対価を払う」 という意味合いにおいてハマス

の軍事戦略を民間人の生命の消耗戦という文脈に置くことで，イスラエル民

間人に対する攻撃における報復の側面を強調した。「もしイスラエル人が我々

の民間人を殺したら，彼らがこのゲームのルールを決めたことになると彼ら

に言っている。それは，目には目を，歯には歯を，である。これが方程式で

ある」 という声明をシャナブは出している。

それでは，果たして報復が民間人への無差別攻撃を正当化するか否かとい

う問題を考えてみよう。民間人への直接または無差別攻撃は国際人道法にお

いて禁止されている 。その点において，2002年７月31日に起きたハマスに

よるヘブライ大学構内での爆破攻撃についてハマス幹部のアブデル・アル・

ランティシ（Abdel al-Rantisi）が「軍事攻撃において殺された無実の者に対

してすまないと思う」 という声明を出したのは特筆に価する。しかしなが

ら，この無差別攻撃はランティシ自身の言葉によると，「爆弾は明らかに占領

に対して向けられたものである」 とされる。このような抵抗のための爆撃の

正当化には疑問点が少なくない。何故ならば，死傷者の多くは大学関係者や

学生であり，政府の占領政策には直接係わっていないと考えられる人々で

あったからである。報復や占領への抵抗手段として民間人を意図的若しくは

無差別に攻撃する軍事行動は正当化できないとするならば，ランティシの言

葉は単にレトリックに過ぎないことがこの事件から読み取れよう。

報復を巡る問題を更に掘り下げて検討するために，民間人への報復攻撃を
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時系列的に考察してみるのが有効であろう。イスラエル国防軍とパレスチナ

武装勢力との双方による攻撃の応酬において，シェハデ暗殺はハマスがイス

ラエル民間人に対する攻撃を報復として明確に位置付ける契機となった点に

おいて，画期的な事件であった。シェハデ暗殺への反応として，ハマスはイ

スラエル領内における民間人に対し意図的若しくは無差別な報復攻撃を予告

する声明を発表した。ランティシは「ハマスによる報復は非常に間近に迫っ

ている。そして攻撃は１度では止まらないであろう……家の中にいるイスラ

エル人でさえ，我々の作戦の標的になるだろう」 と述べた。彼の言葉は７月

31日のヘブライ大学構内での爆破事件によって現実のものになった。この攻

撃により，７人の死者と数十人の負傷者が発生したとされている 。シェハデ

に対するイスラエルによる空爆と大学での爆破攻撃とに言及して，ヤシンは

「イスラエルが女性や子供ばかりいる民間の建物を爆撃して15人を殺害する

なら，これ（大学構内での爆破攻撃）が彼らの期待すべきものだ」 と述べて

いる。指導者のコメントに共鳴するように，ハマス指導部からも「この攻撃

は，長期に亘り全てのイスラエル人に教えるための一連の反応の一部であ

る」 という声明が出された。つまり，ここにおいて明らかなことは，民間人

への攻撃がパレスチナ武装勢力の言論では報復という文脈において正当化さ

れているということである。

以上の議論において懲罰や報復が民間人に危害を加えることを正当化する

手段として使われていることを明確にしたが，以下においては民間人に危害

を加えることを正当化する根拠として用いられる，「占領に対する抵抗の手

段」について検討する。パレスチナ武装勢力の言論では，イスラエル民間人

に対する意図的若しくは無差別な自爆攻撃は，イスラエルによる不当な占領

に対する抵抗のための正当な手段として語られている。ランティシは，パレ

スチナ側はイスラエル国防軍に対して軍事的に劣勢であるという点におい

て，ハマスによる自爆攻撃を正当化している。「ハマスはそれらの戦術や抵抗

のための手段（イスラエル民間人への自爆攻撃）を利用する。何故なら，我々

はF16（戦闘機）やアパッチ（攻撃ヘリ）や戦車やミサイルを欠いており，

それ故に我々は持っている限りのあらゆる手段を行使する……何故なら，
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我々は占領下にあり，また脆弱だからである」 とランティシは主張してい

る。ここで考えなくてはならないのは，果たしてイスラエル民間人への意図

的若しくは無差別な攻撃が，占領に対する抵抗手段として正当化されるか否

かという問題である。少なくとも表面的には，パレスチナ武装勢力の声明は

イスラエル占領下にある民間人の保護を掲げているように考えられよう。し

かし，本件にのみ限って言えば，保護される民間人の範囲はパレスチナ民間

人に限られており，丁度イスラエル政府による民間人保護がイスラエル民間

人のみの保護を意味するのと同じように，パレスチナ武装勢力による民間人

保護の文脈においてイスラエル民間人の保護は殆ど考えられていないことに

注目すべきであろう。

本節においては，民間人に危害を加える軍事作戦が，果たして懲罰，報復，

占領への抵抗手段といった根拠によって正当化されるか否かという問題を検

討してきた。本節での議論を通して，そのような軍事作戦は往々にして，意

図的若しくは無差別に民間人が標的となっているか，または民間人に度を越

えた不必要な危害を及ぼすという点において，それらの軍事作戦は懲罰，報

復，占領への抵抗手段といった根拠によって正当化できないということが明

らかになった。次節においては，いかに民間人保護が遵守されてこなかった

かということを更に明らかにするために，「人間の盾（human shield）」につ

いて考察する。

４．「人間の盾」

「人間の盾」は，ダニエル・ショームケース（Daniel Schomecase）による

と，「その存在が，ある対象や地域を攻撃から保護するための非戦闘員」 と定

義されている。更にショームケースは人間の盾を，「自発的な人間の盾（volun-

tary human shield）」，「強要された人間の盾（involuntary human shield）」，

「近接性人間の盾（proximity human shield）」の３つに分類している 。以

下において，果たして人間の盾が民間人に危害を加えることを正当化するか

否かを検討する。具体的には，人間の盾を巡る複雑な倫理的問題を明確にす
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るため，懸念事項になるであろう３つの分類に従って考察を進める。

まず「自発的な人間の盾」について考察する。イスラエル・パレスチナ紛

争の文脈において「自発的な人間の盾」は，ある民間人が他の民間人を保護

するために自らを人間の盾として使用する状況・状態を指す。この種の「人

間の盾」を巡る倫理的論点を明確にするような事例として，イスラエル占領

地域における「平和活動家（peace activists）」が挙げられる。ここでは，平

和活動家がイスラエル国防軍によって死傷させられた幾つかの事件の内で２

つの事例を検討する。１つの事例は，2003年３月にアメリカ人平和活動家で

あるレイチェル・コリー（Rachel Corrie）が，イスラエル国防軍によるパレ

スチナ人の村の破壊を阻止する目的で，イスラエル国防軍のブルドーザーの

前に跪いているところを轢き殺された事例 である。イスラエル国防軍はこ

の事件を正当化するために，彼女の死の責任を一切否定し，また彼女の行動

を「非合法であり，無責任であり，危険である」とした報告書を発表した 。

また，人間の盾として行動した結果，殺害された平和活動家の事例として，

2003年４月，銃撃の中からパレスチナ人の子供達を救い出そうとしている時

にイスラエル国防軍兵士によって直接標的とされ銃撃されたトム・ハーン

ドール（Tom Hurndall）の事件 が挙げられる。この事例では，2005年８

月にハーンドールを銃撃したとされる兵士に対し軍事法廷で過失致死罪が言

い渡された 。

以上２つの事例が示唆することは，「自発的な人間の盾」となった平和活動

家は直接的若しくは間接的にイスラエル国防軍によって殺害されたというこ

とである。しかし，更に重要なことは，平和活動家がイスラエル国防軍によっ

て危害を加えられた事例と，戦闘員によって人間の盾として利用された結果

として死傷した民間人の事例との間には，根本的な相違を見出すことができ

る点にある。その根本的な相違は，平和活動家は民間人を助けるために自発

的に「人間の盾」となったが，戦闘員により「人間の盾」として軍事目的の

ために利用された民間人は自らの意図していない若しくは意思に反して「人

間の盾」となったという点にある。平和活動家の死は嘆くべきことであり，

彼らの勇気とパレスチナ民間人との連帯は賞賛に値すべきと考えられよう。
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しかし，ここで再び強調されるべき点は，平和活動家は自律的個人としての

自由意志に基づいた判断及び決定の結果として「人間の盾」としての行動を

自ら選択したということである。おそらく，彼らは「人間の盾」として行動

することの危険とリスクをわきまえていたであろうし，我が身に振りかかる

致命的な結果を招く可能性を全く考慮していなかったと考えることは難し

い。この意味において，「自発的な人間の盾」の事例は，以下において検討す

る別の類型の「人間の盾」の事例と比べて倫理的な問題が少ないように考え

られる。何故なら，平和活動家は自己の身に降りかかった危害に対して（部

分的にではあるとしても）自己の自由意志に基づいた自発的行為から派生す

る責任があると考えられるからである。

それでは，もう１つの「人間の盾」の類型として，戦闘員が敵の攻撃から

自らを保護するために民間人を「人間の盾」として利用する「強要された人

間の盾」について検討する。パレスチ武装勢力に対する軍事行動において，

イスラエル政府はパレスチナ民間人を「人間の盾」として使うことの違法性

に注意を払っているように考えられる。例えば，2004年４月24日付の英紙

『インディペンデント』において，「モハメド・ベドワンが『人間の盾』とし

てジープに縛り付けられていた」というキャプションと共に，パレスチナ人

少年が警察車両のボンネットに縛られた写真が掲載された 。この事件につ

いてイスラエル警察報道官ジル・クライマン（Gil Kleiman）は，「一般的な

規則として，我々は喜んで民間人を物理的な危害に晒すことはしない。この

件については正しくない手続きが行われたという，一見するところの証拠が

あり，この件は法務省に引き継がれた」 というコメントを出した。この事件

はイスラエル政府がパレスチナ民間人を「人間の盾」として使用することを

許容していないように考えられるが，後に見るように，他の事例ではイスラ

エル国防軍が「人間の盾」として民間人を利用していたことは明らかである。

イスラエル国防軍は，パレスチナ民間人を「人間の盾」として軍事的に利

用することを禁止する規範を遵守していると主張しているが，その主張とは

逆に，イスラエル国防軍が幾度となく民間人を「人間の盾」として利用して

きたという事実が伝えられている。アムネスティによる報告書によると，イ
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スラエル国防軍は「軍事作戦において難民キャンプの住居建物を捜索する際

に成人男性を徴用していた」 とされている。イスラエル国防軍兵士は，「ブー

ビートラップの有無を調べるために，または居住者を退去させるために建物

の中に入らせ」ること，「道路から疑わしげな物を取り除かせ」たり，「自陣

営の軍事拠点にした建物の中に立たせ」ること，「銃撃から身を守るため自分

たちの前を歩かせ」ることを，パレスチナ民間人に強制していたと伝えられ

ている 。そのような例の１つとしては，防弾チョッキを与えられハマス戦闘

員が潜んでいる建物に入るよう向かわされたパレスチナ民間人が，建物の敷

地に近づいている時に射殺されたという事件 が挙げられる。アムネスティ

報告書では，イスラエル国防軍によって「人間の盾」として利用されたフェ

イサル・アブ・サリヤ（Faisal Abu Sariya）の証言を引用している。

イスラエル兵士により自宅から連行された私は，他の家に独りで行き，

ドアをノックするように言われた。言われたとおりにしたが，家の中か

らの反応はなかった。兵士は戻ってくるよう私に言った。イスラエル兵

士が担いでいる金属の箱が見えた。彼らはその箱をドアに持って行った。

それから爆発音が聞こえた。私は再び先程の家に戻って中に入り，もし

その家の中に誰かがいたら彼らに対して１つの部屋に行くように伝える

よう，イスラエル兵に言われた。戻ってみると，もう１つのドアがあっ

た。ノックをしたが反応はなかった。兵士はこのドアも爆破した。この

時，兵士は犬を家の中に入れた。私は再び家に入って，もし閉まってい

るドアを見つけたら開けるよう言われた。兵士は私の後から入ってきた

……兵士は家中を捜索し，この家の地階で，隣の家との壁に穴を空けた。

私は最初に穴を通るよう言われた。６，７人の兵士が私の後に続いた。

そこから更に他の家に連れて行かれた……この家を離れる時，イータン

という名の将校は私の首を掴み，私の腰の右側に機関銃を構えた。この

ようにして20メートル位歩いた……

この報告書によると，サリヤはその後もう１つの建物を調べるよう言われ，
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その建物に近づこうと道路を横切った時，イスラエル国防軍の他の部隊の兵

士により足を銃撃されたという。

このようなイスラエル国防軍による民間人を「人間の盾」として使用する

方法を「近隣手続き（neighbour procedure）」としばしば呼ばれる ことが

あり，それはイスラエル国防軍がパレスチナ武装勢力への攻撃を開始する前

に，パレスチナ民間人を伝令や投降交渉の仲介として利用していることを意

味する。確かに，武装勢力に投降するよう説得するために地元の同胞を使者

として使うことは有効且つ効率的であると考えられよう。しかしながら，こ

こで考慮されるべきは，軍事目的のために民間人が，往々にして自らの意思

に反して強制的に，時として物理的な弾よけという意味での「人間の盾」と

して利用されているということであろう。

最後に，「近接性人間の盾」について考察する。この種の「人間の盾」は，

例えば，パレスチナ武装勢力が自己防衛のために戦闘員をパレスチナ民間人

の間に紛れ込ませることによって，イスラエルによる攻撃に対して同胞の民

間人を「人間の盾」として利用する，という状況・状態が想定されよう。イ

スラエル側はシェハデの暗殺を挙げて，「残念なことに，これはテロリストが

民間人を人間の盾として，彼らの家々を逃げ場として利用した時に起こるこ

とである」 と，イスラエル当局はパレスチナ民間人に被害が出た原因とし

て，シェハデが自身を難民キャンプに置いたことで民間人を「人間の盾」と

して利用したことにあると，シェハデを非難する声明を出した。

もしパレスチナ武装勢力が同胞である民間人を「人間の盾」として使用し

ていることが事実であるとするならば，パレスチナ武装勢力が戦争法や慣習

としての民間人保護の義務を放棄したという理由において，民間人に危害を

加えたイスラエル側の責任は減じると考えられる 。『エルサレム・ポスト

（Jerusalem Post）』の社説は，パレスチナ武装勢力が「人間の盾」を不当な戦

術として使用した結果として生じる民間人犠牲者に躊躇することないようイ

スラエル政府の政策を擁護する論陣を張っている。そこでは，「イスラエルは，

我々の兵士の生命を必要以上に危険に晒すことなく，できるだけ外科手術的

（surgical）に彼ら（パレスチナ人戦闘員）を殺害するか捕まえることを企図
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すべきであるが，民間人を『人間の盾』として計画的に使用しているからと

いって，それに阻まれるべきではない」と論じられている 。もしパレスチナ

武装勢力が同胞の民間人を「人間の盾」として使用しているのであれば，彼

らはその不法な行為について非難されるのが当然であり，また彼らを取り締

まれないパレスチナ当局にも非があると考えられよう。しかしながら，パレ

スチナ武装勢力が同胞の民間人を「人間の盾」として計画的に利用しており，

またイスラエル国防軍の攻撃によるパレスチナ民間人への加害が付随的で

あったとしても，イスラエルによるパレスチナ武装勢力への軍事行動におい

てパレスチナ民間人に危害を加えることが自動的に正当化されるわけではな

いということは，これまでの議論から明らかであろう。

本節では，３つの「人間の盾」の類型を検討することにより，「人間の盾」

が民間人保護の点において提示する倫理的問題について検討した。本節での

検討を通して，第２の類型である「強要された人間の盾」と第３の類型であ

る「近接性人間の盾」が，深刻な倫理的問題を提示することが明らかになっ

た。具体的には，それら２つの類型は，「人間の盾」の使用が正当化されるか

否か，また「人間の盾」として不法に利用された民間人に危害を加えること

が正当化されるか否かに係わる問題を提起している。イスラエル国防軍は兵

士を守るためにパレスチナ人を「強制された人間の盾」として利用し，それ

によってパレスチナ民間人に死傷者を出している。またパレスチナ武装勢力

は自己防衛のためにパレスチナ民間人の間に紛れることにより彼らを「近接

性人間の盾」として利用している。これらは，「人間の盾」が民間人に危害を

加えることが倫理的に正当化されえないこと示している。

おわりに

本稿では，第２次インティファーダ期において最も紛争が激化した時期に

おけるイスラエル・パレスチナ紛争における民間人保護を巡る軍事作戦を正

当化する言論の分析を行うことで，どのようにして民間人に危害を加えるこ

とが正当化されてきたかを示した。また，そのような正当化は倫理的に妥当
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であるかという問題について規範論的立場から検討してきた。具体的には，

イスラエル国防軍とパレスチナ武装勢力という紛争当事者間双方によって民

間人保護が軍事作戦を正当化するための方法としてのみならず，民間人に危

害を加えることの言い訳のための手段として用いられているかを検証するこ

とにより，民間人に危害を加える場合に用いられる，自衛，処罰及び報復，

先制及び予防，「人間の盾」という概念についての検討を通して，民間人に危

害を加えることの正当化が倫理的に妥当なものではないことを明らかにし

た。一言で言うならば，イスラエル・パレスチナ紛争において民間人保護が

単なるレトリックに過ぎないことを論じてきた。

これまでの議論から，民間人保護の実践に係わる暫定的な結論として以下

の３点を挙げることができよう。第１に，イスラエル・パレスチナ民間人共

に，それぞれパレスチナ武装勢力・イスラエル国防軍による無差別，意図的，

若しくは不釣合いな攻撃に頻繁に晒されてきた理由として，イスラエル・パ

レスチナ紛争において民間人保護という概念が殆ど意味を持っていないこと

が挙げられる。第２に，パレスチナ武装勢力はイスラエル民間人への攻撃を

軍事目的としてしばしば公言しており，また往々にして意図的若しくは無差

別にイスラエル民間人に対して攻撃を行ってきた，という点である。第３に，

イスラエル国防軍は民間人保護を標榜しつつも ―確かにパレスチナ民間人

への攻撃を公式な戦略として実施していないが ―戦闘地域に展開する兵士

が現場においてパレスチナ民間人保護を徹底して遵守しているとはいい難

い，という点が挙げられる。

第３点目は，今後の更なる研究の方向性として，民間人保護に関するイス

ラエル国防軍の軍事倫理やプロフェッショナリズムに係わる問題を提起する

ように考えることができよう。事実，イスラエル国防軍の倫理綱領には「武

器の純潔（Purity of Arms）」が掲げられているおり，非戦闘員への軍事的強

制力行使の禁止が謳われている 。イスラエル・パレスチナ紛争における民間

人保護に関して言えば，現代戦において倫理的に賞賛されうべき「武器の純

潔」という理念と戦闘での実践との整合性及び解離性に関する理論・実証研

究を更に進めることが今後の課題であろう。
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本稿では，民間人保護は政治的共同体構成員に対する保護義務よりも規範

的上位にあるという立場から議論を展開したが，規範的議論の進め方には多

くの陥穽があることは紛れもない事実である。その１つに，規範と現実との

バランスという問題が考えられる。確かに，ある種の規範的な議論における

最大の課題は規範と現実との乖離にあるといっても過言ではないだろう。し

かし，現実に起こっている事象もまた，他の規範的枠組みによって規定され

ているということを踏まえるに，国際安全保障を論じるにあたって規範論的

立場からの議論が必要であることもまた事実ではないだろうか。国際安全保

障における規範論的方法論は，現実を規範に照らし合わせ，精緻且つ誠実に

分析していき，必要があれば価値判断や提言を行うことであり，そこにこそ

規範論的立場から国際安全保障を論じる意義があると考えられる。果たして

本稿においてそのような理想を遺憾なく実現できたか否かについては覚束な

いが，本稿において展開した規範論的立場からの民間人保護の正当性を巡る

議論がイスラエル・パレスチナ紛争を巡る議論に一石を投じ，より多角的に

理解することに多少なりとも貢献できたとするならば，筆者にとってそれ以

上の幸せはない。
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